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企業等の東京一極集中に係る基本調査（企業向けアンケート） 
① 本社・事業所に係る属性 
Q1.どのような部門・部署が東京本社事業所に所在していますか。また、東京本社事業所以外の拠点（支社・支店等）が存

在する場合、当該拠点にはどのような部門・部署が所在していますか。（拠点ごとに、あてはまるもの全てに〇） 

＜↓回答方向＞ 
東京本社 
事業所 

東京本社事業所以外の拠点（支社・支店等） 
東京圏 関東近郊 名古屋圏 大阪圏 地方圏 

1. 総務 1 1 1 1 1 1 
2. 経理 2 2 2 2 2 2 
3. 企画 3 3 3 3 3 3 
4. 広報 4 4 4 4 4 4 
5. 人事 5 5 5 5 5 5 
6. 情報システム 6 6 6 6 6 6 
7. 営業 7 7 7 7 7 7 
8. 購買 8 8 8 8 8 8 
9. 研究・開発 9 9 9 9 9 9 
10. 製造・建設等 10 10 10 10 10 10 
11. 該当する部署・部門はない  11 11 11 11 11 

※東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 
関東近郊：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

  地方圏：上記以外の国内 
 
Ｑ2.現在の東京本社事業所について、立地場所の要因・経緯を教えてください。（あてはまるもの全てに〇） 

1. 人口の集積・市場規模の大きさ 
2. 企業・取引先等の集積 
3. 官公庁・自治体へのアクセス 
4. 大学・研究機関へのアクセス 
5. 歴史的経緯（創業地等） 
6. 自社の他拠点へのアクセス 
7. 社員の居住環境 
8. 優秀な人材獲得の優位性 

9. 安定した採用人数確保の優位性 
10. 都市間交通の利便性（空港、新幹線、高速道路等） 
11. 国際拠点としての位置付け 
12. 物流拠点へのアクセス 
13. 自然災害リスクの低さ 
14. 都市の魅力・ブランド力の高さ 
15. わからない 
16. その他（自由回答） 

(                                            ) 
 
 
② 働き方（テレワーク、雇用・就業形態） 
Q3. 東京本社事業所の業務の中で、どのような ICT ツールを導入していますか。（あてはまるもの全てに〇） 

1. テレビ会議・Web会議 
2. チャットやSNSによる社内情報共有 
3. 電子決裁・承認 
4. ICTを活用した勤怠管理 

5. ICTを活用した会計・経理処理 
6. 外部から社内ネットワークへのリモートアクセス 
7. その他（自由回答） 

(                                           ) 
8. 導入していない 

参考資料１ 
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Q4. テレワークを認める社内制度を導入したのはいつですか。（あてはまるもの一つに〇） 
1. 2020年1月以降 
2. 2019年4月～12月 
3. 2018年度 
4. 2017年度 

5. 2015年度～2016年度 
6. 2010年度～2014年度 
7. 2009年度以前 
8. 導入していない →該当した場合はQ6へスキップしてください 

 
Q5. テレワークを導入している場合、東京本社所属の従業員全体の勤務日のうち、テレワーク利用日数の割合は 2019 年以

前、現在（2020 年 8 月時点）それぞれ概ねどの程度ですか。また、今後のテレワークの利用について、新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大の終息後も見据えた方針を教えてください。（a) ～c)ごとに、あてはまるもの一つに〇） 

a) 
2019 年以前 

b) 
現在（2020 年 8 月時点） 

c) 
今後の方針 

1. 全く利用していない 
2. ３割未満程度 
3. ６割未満程度 
4. ９割未満程度 
5. ９割以上程度 

1. 全く利用していない 
2. ３割未満程度 
3. ６割未満程度 
4. ９割未満程度 
5. ９割以上程度 

1. 2019年以前（新型コロナ感染症拡大前）
の水準に戻す 

2. 業務内容に応じて現状よりもテレワーク利用
を縮小する 

3. 現在と同程度のテレワーク利用を維持 
4. 現状よりもテレワーク利用を拡大 
5. その他又は未定 

 
Q6. テレワークを導入している場合、東京本社事業所全体のテレワーク利用状況を基準とした、部門・部署別の相対的なテレ

ワークの利用状況を教えてください。（部門・部署ごとに、あてはまるもの一つに〇） 

＜回答方向→＞ 
1. 

相対的に利用が多い 
2. 

相対的に利用が少ない 
3. 

どちらとも言えない 
4. 

該当部門・部署なし 
1. 総務 1 2 3 4 
2. 経理 1 2 3 4 
3. 企画 1 2 3 4 
4. 広報 1 2 3 4 
5. 人事 1 2 3 4 
6. 情報システム 1 2 3 4 
7. 営業 1 2 3 4 
8. 購買 1 2 3 4 
9. 研究・開発 1 2 3 4 
10. 製造・建設等 1 2 3 4 

 
Q7. テレワークを導入している場合、本社所属の従業員がサテライトオフィスやシェアオフィス、コワーキングスペースで勤務すること

を認めていますか。また、これらの利用に関する制度等はありますか。（あてはまるもの全てに〇） 
1. 自社のサテライトオフィスを整備（所有・レンタル）している 
2. 他の事業者が提供するシェアオフィスやコワーキングスペース等を個人や部署が会社の負担で利用できる制度がある 
3. シェアオフィスやコワーキングスペース等の利用を支援する制度はないが、これらの利用は認めている 
4. 情報セキュリティーなどの観点からシェアオフィスやコワーキングスペース等の利用を禁止している 
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Q8. テレワークの導入は会社にとってどのようなメリットがあると思いますか。（あてはまるもの全てに〇） 
1. 業務の効率化・無駄な仕事の削減につながる 
2. 生産性の高い仕事に集中することになる 
3. オフィススペースが削減できる 
4. 業態転換や新規事業開発が進む 
5. 管理職のマネジメントスキルが向上する 

6. 従業員が自己管理の習慣をつける機会になる 
7. 人材の採用や離職防止に効果がある 
8. 従業員のワーク・ライフ・バランスが改善する 
9. その他（自由記述） 

(                                       ) 
10. 特にない 

 
Q9. どのような公的支援等があれば、社内におけるテレワークの運用・利用拡大が容易になりますか。（あてはまるもの全てに〇） 

1. 高速通信に係るインフラの充実 
2. 機器購入/システム構築費用の助成 
3. テレワーク関連ツール/システム導入のガイドラインの

策定 
4. テレワーク対応就業規則のガイドラインの策定 
5. 自治体・官公庁手続きのオンライン化・押印の廃止 
6. サテライトオフィス事業者のスペース利用費助成 

7. サテライトオフィスの創設・増設費用の助成 
8. 公的機関によるシェアオフィスやコワーキングスペース等

の整備 
9. ICTの利用に関する社員教育に対する支援 
10. ない 
11. その他（自由記述） 

(                              ) 
 
Ｑ10．これまでに以下の人事制度を導入もしくは計画・検討したことはありますか。（人事制度ごとに、あてはまるもの一つに〇） 

＜回答方向→＞ 
1. 

実績あり 
2. 

計画または 
検討中 

3. 
予定なし 

1. 裁量労働制 1 2 ３ 
2. 高度プロフェッショナル制度 1 2 ３ 
3. ジョブ型の人材マネジメント（職務記述書の整備等） 1 2 ３ 
4. 副業・兼業制度 1 2 ３ 
5. 勤務地を限定した正社員の採用（エリア総合職など） 1 2 ３ 
6. 単身赴任の廃止 

（所属事業所から離れた地域での居住を認める） 
1 2 ３ 

7. テレワークを前提に、居住地を問わない採用 1 2 ３ 
8. Web面接による採用選考 1 2 ３ 

 
Q11. 新型コロナウイルス感染症の流行する前と後で、人材獲得はどのような状況ですか。（最も近いもの一つに〇） 

1. 新型コロナの流行前も流行後も、人材獲得に苦労している 
2. 新型コロナの流行前は人材獲得に苦労していたが、流行後は困っていない、もしくは人材が余っている 
3. 新型コロナの流行前も流行後も、人材獲得には困っていない、もしくは人材が余っている 
4. 新型コロナの流行前は人材獲得に困っていなかったが、流行後は人材獲得に苦労している 

 
  



4 
 

③ オフィスの見直し等 
 

Q12.本社事業所に所在する部門・部署の配置見直しやリスク対応等に関して、これまでの実績又は今後を含めた具体的な検
討(実施に向けた計画の作成や具体案の検討等)はありますか。（配置見直しやリスク対応ごとに、あてはまるもの全てに〇) 

＜回答方向→＞ 

1. 
2011 年より
前に実施 

2. 
2011～

2014 年前
に実施 

3. 
2015 年 

以降に実施 

4. 
2019 年以
前から具体
的に検討 

5. 
2020 年に
入ってから具
体的に検討 

6. 
過去の実績
や具体的な
検討はない 

1. 本社事業所の全面的な移転  2 3 4 5 6 
2. 本社事業所の一部移転  2 3 4 5 6 
3. 本社事業所の縮小  2 3 4 5 6 
4. 本社事業所以外の事業所の

集約・統合 
 2 3 4 5 6 

5. 災害時の代替・バックアップ拠
点の整備 1 2 3 4 5 6 

6. 災害時の代替・バックアップ拠
点の見直し 

 2 3 4 5 6 

7. BCP※の策定 1 2 3 4 5 6 
8. BCPの見直し  2 3 4 5 6 

※自然災害や感染症リスクを想定した事業継続計画 
 
Q13. 新型コロナウイルス感染症の流行する前に比べて、本社事業所に所在する部門・部署のオフィスの見直しを積極的に検

討するようになりましたか。（あてはまるもの一つに〇） 
１．はい          ２．いいえ          ３．どちらともいえない 

 
Q14. 本社事業所に所在する部門・部署の配置見直し（全面的な移転、一部移転、移転しないがオフィス床を縮小）を現

在検討している場合、対象となる部署はどこですか。あるいは、検討をするとした場合に見直し対象になりうる部署はどこです
か。（部門・部署ごとに、あてはまるもの一つに〇） 

＜回答方向→＞ 
1. 

全面的な移転 
2. 

一部移転 
3. 

移転しないが縮小 
4. 

該当部門・部署なし 
1. 総務 1 ２ ３ ４ 
2. 経理 1 ２ ３ ４ 
3. 企画 1 ２ ３ ４ 
4. 広報 1 ２ ３ ４ 
5. 人事 1 ２ ３ ４ 
6. 情報システム 1 ２ ３ ４ 
7. 営業 1 ２ ３ ４ 
8. 購買 1 ２ ３ ４ 
9. 研究・開発 1 ２ ３ ４ 
10. 製造・建設等 1 ２ ３ ４ 
11. その他 
（              ） 

1 ２ ３ ４ 
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Q15. 本社事業所に所在する部門・部署の配置見直し（全面的な移転、一部移転）によって、どのようなメリットがあると考え
られますか。（あてはまるもの全てに〇） 
1. 個人顧客市場の開拓 
2. 法人顧客市場の開拓 
3. 他企業・機関との連携 
4. 賃料削減・不動産売却 
5. 業務効率化（移動・輸送の低減） 
6. 就労環境の改善 
7. 居住環境の改善 

8. 人件費の削減 
9. 優秀な人材獲得 
10. 安定した採用人数の確保 
11. 自然災害等のリスクの低減・分散 
12. 地域貢献 
13. その他（自由回答） 

(                                          ) 
 
Q16. 本社事業所に所在する部門・部署の配置見直し（全面的な移転、一部移転）を現在検討している場合、移転先とな

りうるのはどこですか。あるいは、検討をするとした場合に移転先となりうるのはどこですか。（あてはまるもの全てに〇） 
1. 東京23区 
2. 23区外の東京都 
3. 埼玉県・千葉県・神奈川県のいずれか 
4. 関東近郊（茨城県、栃木県、群馬県、山梨県） 
5. 名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県） 

6. 大阪圏（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県） 
7. 地方圏（上記以外の国内） 
8. 海外 
9. 未定 

 
Q17. 本社事業所に所在する部門・部署の配置見直し（全面的な移転、一部移転）を現在検討している場合、移転先場

所に求める条件は何ですか。あるいは、検討をするとした場合に求める条件は何ですか。 

(求める条件全てに〇、その中で最も重視する条件一つに〇） 
求める条件 

（あてはまるもの全てに〇）
最も重視する条件 

（一つに〇） 
1. 個人顧客・市場との近接性 1 1 
2. 法人顧客・取引先等の集積 2 2 
3. 官公庁・自治体へのアクセス 3 3 
4. 大学・研究機関へのアクセス 4 4 
5. 歴史的経緯（創業地等） 5 5 
6. 賃料の安さ 6 6 
7. オフィス面積の確保 7 7 
8. 自社他拠点へのアクセス 8 8 
9. 社員の居住環境 9 9 
10. 人件費の安さ 10 10 
11. 優秀な人材獲得 11 11 
12. 安定した採用人数の確保 12 12 
13. 東京都心へのアクセス 13 13 
14. 都市圏の都心部へのアクセス 14 14 
15. 都市間交通の利便性（空港、新幹線、高速道路等） 15 15 
16. 物流拠点へのアクセス 16 16 
17. 自然災害リスクの低さ 17 17 
18. わからない 18 18 
19. その他（                           ） 19 19 
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Q18. 本社事業所に所在する部門・部署の配置見直し（全面的な移転、一部移転）の検討が困難である場合、その課題

は何ですか。（あてはまるもの全てに〇） 
1. 既存の社外コネクション維持 
2. 移転費用 
3. 移転先の選定 
4. 業務の生産性の低下 
5. 現在の社員の赴任 

6. 移転先での人材採用 
7. 本社事業所で働いている役員や従業員の反対 
8. わからない 
9. その他（自由回答） 

(                                           ) 
 
 
Q19. 今後一定程度の割合の社員がテレワークを実施することが想定される場合、本社事業所に所在する部門・部署のオフィ

ス床の縮小を検討しますか。また、オフィス床の縮小には、どのような課題がありますか。（あてはまるもの全てに〇） 

オフィス床の縮小について 
1. すでに検討している 
2. 今後検討する可能性がある 
3. 検討しない 

オフィス床の縮小の課題について 
1. 個人の執務空間をこれまでと同様に維持することが必要（引き続き多数の社員の出勤が想定されるため、等） 
2. 社員間の交流空間を確保することが必要（業務の生産性の維持・向上のため、等） 
3. 顧客対応等に十分な空間が必要 
4. これまで以上にゆとりをもった執務空間を確保する必要がある 
5. 本社事業所で働いている従業員の意欲の低下 
6. オフィスの縮小には費用が必要 
7. わからない 
8. その他（自由回答）（                                  ） 

 
 
Q20. どのような公的支援があれば、本社事業所に所在する部門・部署の配置見直し（全面的な移転、一部移転）が容易

になりますか。（あてはまるもの全てに〇） 
1. オフィス移転費用への補助金 
2. オフィス移転費用に応じた税制優遇 
3. 企業移転先マッチング 
4. 地方のサテライトオフィス増加促進 
5. 社員の赴任支援への補助金 

6. 移転先新規雇用に対する奨励金 
7. 本社事業所で働いている従業員の転職支援 
8. わからない 
9. その他（自由回答） 

(                                           ) 
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Q21. （今後仮にテレワーク等が一般に広く浸透し、生産性が維持される場合）どのような支援があれば、本社事業所に所在

する部門・部署の配置見直し（全面的な移転、一部移転）を具体的に検討することが考えられますか。 
（記載例：建物取得等移転費用の○割相当の財政的支援／移転先新規雇用に対する奨励金 など） 
（自由回答） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 


